
令和７年６月公表分（県民局・地域事務所）　（業務委託）

1
備前県民局農林水産
事業部
農地農村整備第一課

劣化状況・豪雨耐性
評価（備前地域）業
務

令 和 7 年 4 月 16 日
岡山県土地改良事業団体連合
会
岡山市北区内山下１－３－７

41,250,000

　当該団体は、「岡山のため池保全管理サポートセンター」を運営し
ている団体であり、市町村等ため池管理者からの相談や現地調査を受
けて具体的な対策の提案や技術的な助言を積極的に行うなど、改修や
廃止に向けた取組が進むよう、市町村への支援を強化している。市町
村等ため池管理者への対策の働きかけにあたっては、本評価結果の活
用が非常に有効であるとともに、評価の一貫性も必要となることか
ら、現に同様の現地調査を行っているサポートセンターが実施するこ
とが適当である。本業務の実施にあたり、防災重点農業用ため池に係
る防災工事等の推進に関する特別措置法第６条第２項に基づき、県は
土地改良事業団体連合会に必要な協力を求めることができる。以上の
ことから、上記団体は本業務を受託し、確実に履行できる唯一の団体
であり、競争入札には適さないため。

第 ２ 号

2
備前県民局農林水産
事業部
農地農村計画課

令和７年度農業競争
力強化農地整備事業
斎富・南方地区　換
地業務

令 和 7 年 5 月 1 日
赤磐市
赤磐市下市３４４

22,696,300

　本委託業務は、ほ場整備事業の工事前における一定地域内の私人の
土地を区画整理後の私人の土地に一括換地する個人の権利を移動させ
る業務であり、集団化した農地について複数年にわたり作業を行う継
続業務である。個人の土地評価、相続代位登記及び換地処分登記等、
戸籍調査や私人の財産に関する事項を始めとする個人情報を取り扱う
ほか、個人所有地への立入調査、換地配分計画の権利関係の調整等、
その進め方についても常に地元関係者と密接な調整を図る必要があ
る。この複雑多岐な調整を円滑かつ確実に履行することが可能な機関
は、事業の継続性の点からも地域の実情に精通している関係市である
赤磐市以外に該当がなく、その性質、目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

3
備中県民局地域政策
部
地域づくり推進課

新聞における観光等
ＰＲ広告掲載事業

令 和 7 年 5 月 21 日
（株）山陽新聞社
岡山市北区柳町２－１－１

4,400,000

　（株）山陽新聞社は、岡山県において最大の発行部数（約２５６千
部発行（朝刊））を持ち、観光をはじめ各種広告記事に精通してお
り、各事業をメディアを利用してＰＲするには最も適した業者である
ため。

第 ２ 号

4

備中県民局農林水産
事業部
井笠地域農地農村整
備室

農業用ダム防災情報
発信事業
おかやま地区
鬼ヶ岳ダム諸量デー
タ伝送機能構築業務

令 和 7 年 5 月 16 日
富士通Ｊａｐａｎ（株）
広島県広島市中区紙屋町１－
２－２２

13,860,000

　本ダムの現行システムは、上記の者が開発を行っている。本業務は
現行システムを運用しながら実施するため、運用に支障を生じさせ
ず、かつ、瑕疵担保責任の範囲を明確にして行う必要があり、同社以
外が実施することは困難である。また、通信制御装置や観測機器など
多岐にわたって連携している機器に障害が発生した場合、迅速に復旧
する技術及び知識を有する必要がある。
　同社は当該システムに精通しており、また、これまでの本県との契
約及び履行状況から判断し、本業務を履行する十分な能力を有してい
る。
　以上のことから、本業務を円滑かつ確実に履行できる者は同社のみ
であり、契約の性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

1
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5

備中県民局農林水産
事業部
新見地域農地農村整
備室

令和７年度　水利施
設等保全高度化事業
大佐ダム地区
小水力発電設備調整
業務委託

令 和 7 年 4 月 16 日

三菱電機プラントエンジニア
リング（株）
広島県広島市東区若草町９－
７

15,400,000

　本業務は、大佐ダム小水力発電設備で発電した電気を供給するにあ
たり、本設備を高圧電線路に系統連系し、連系上限出力値までの有水
試験を実施するものである。
　本設備を運用しながら実施するため、本設備の運用に支障を生じさ
せず、かつ、瑕疵担保責任の範囲を明確にして行う必要があり、同社
以外が実施することは困難である。
　以上のことから、本業務を円滑かつ確実に履行できる者は同社のみ
であり、契約の性質または目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

6

備中県民局農林水産
事業部
新見地域農地農村整
備室

農業用ダム防災情報
発信事業
おかやま地区
大佐ダム諸量データ
伝送機能構築業務

令 和 7 年 5 月 26 日
東芝テリー（株）
大阪府大阪市中央区本町４－
２－１２

20,130,000

　本ダムの現行システムは、上記の者が開発を行っている。本業務は
現行システムを運用しながら実施するため、運用に支障を生じさせ
ず、かつ、瑕疵担保責任の範囲を明確にして行う必要があり、同社以
外が実施することは困難である。また、通信制御装置や観測機器など
多岐にわたって連携している機器に障害が発生した場合、迅速に復旧
する技術及び知識を有する必要がある。
　同社は当該システムに精通しており、また、これまでの本県との契
約及び履行状況から判断し、本業務を履行する十分な能力を有してい
る。
　以上のことから、本業務を円滑かつ確実に履行できる者は同社のみ
であり、契約の性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

7
備中県民局
水島港湾事務所
維持管理課

単県　港湾補修工事
（荷役機械４号機整
備）

令 和 7 年 5 月 21 日
（株）三井Ｅ＆Ｓ
東京都中央区築地５－６－４

24,420,000

　高圧給電ケーブルに絶縁不良が生じたため給電不能となり、機械の
全機能が停止しており、荷役作業に多大な支障を及ぼしている。この
ため、至急に不具合を解消し、機能を復旧させる必要があり、緊急の
作業となる。
　当事業者は、当該荷役機械の製造者であり、当該機械に精通し修繕
等の実績もあり迅速化かつ的確な施工が期待できると判断されること
から、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ５ 号

8 美作県民局
津川ダム管理事務所

津川ダム環境整備施
設管理業務

令 和 7 年 4 月 4 日
津山市
岡山県津山市山北５２０

3,410,000

　津川ダムの周辺環境整備施設は、ダム周辺地域の景観向上と憩いを
提供する場として整備されており、河川区域内の施設は、河川管理者
である県が管理を行い、それ以外の区域にある施設は、津山市（旧加
茂町、旧勝北町）が管理することとしている。津山市へ委託すること
によって、同市の管理施設やダム湖周辺の市道と一体的な管理が可能
となり、環境美化と環境保全の確保を効果的で効率的に実施でき、利
用者が親しみやすく安全で快適に施設を利用できることと見込まれ
る。このことから契約内容の特殊性により相手方が特定されるため、
競争入札に適さない。

第 ２ 号
契約金額の内訳
加茂支所：1,705,000円
勝北支所：1,705,000円

9

美作県民局農林水産
事業部
勝英地域農地農村整
備室

奈義地区 堤体工事設
計積算業務

令 和 7 年 4 月 18 日
岡山県土地改良事業団体連合
会
岡山市北区内山下１－３－７

4,642,000

　本業務は土地改良事業に係る建設工事の入札のための予定価格を算
定するものであり、公正・中立な競争入札の機会を確保するために守
秘義務の徹底を図ることが求められる。県の積算システムは、システ
ムも含めた情報の守秘義務があり、一般コンサルタントにはその利用
を認めていないが、当該法人は県と同一の積算システムの利用を認め
られている唯一の団体である。また現在までに県、市町村等から土地
改良事業の積算業務を受託し、これを確実に履行した実績があること
から、守秘義務を保持し公正な立場で本業務を確実に履行できる唯一
の団体である。

第 ２ 号

2
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名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
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第１６７
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10

美作県民局農林水産
事業部
勝英地域農地農村整
備室

瀧の宮ダム地区 設計
積算業務

令 和 7 年 5 月 2 日
岡山県土地改良事業団体連合
会
岡山市北区内山下１－３－７

2,574,000

　本業務は土地改良事業に係る建設工事の入札のための予定価格を算
定するものであり、公正・中立な競争入札の機会を確保するために守
秘義務の徹底を図ることが求められる。県の積算システムは、システ
ムも含めた情報の守秘義務があり、一般コンサルタントにはその利用
を認めておらず、競争入札に適さない。

第 ２ 号

3


